
事　業　概　要 要求額

太陽光発電システム普
及促進事業

　戸建住宅・共同住宅への太陽光発電システムの設置に対し，設置費用の一部を助成して

いるが，より一層の普及を促進するため，助成額を拡大する。

　また，環境学習の場を通じて，子どもから各家庭での地球温暖化対策の取組がより一層

拡大していくことをねらいに，新たに民間の教育施設等を助成対象に加える。

＜成果目標＞

　国の目標と同じく普及の伸び率を30％／年に設定し，市内の3年間の助成件数を1,200件

（1年目300件，2年目400件，3年目500件）とする。これにより，地球温暖化対策計画に定

められた目標（平成22年度までに住宅用太陽光発電設備を1,200件設置）を2年前倒しで達

成することができる。

85,000

□公民等役割分担の検討

■既存施策との整合性検討

■事業内容・実施手法の検討

□後年度財政負担の検討

総　合　企　画　局　予　算　要　求　の　内　容

事　業　名
検 討 が 必 要 な 事 項

※この一覧表は，事業実施の意義は認められるものの，「検討が必要な事項」欄に記載した課題があるため，財政非常事態の下では，限られた財源
　を他の事業に振り向けざるを得ず，予算措置を見送った事業を掲載したものです。 - 54 -


